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１ 成年後見制度利用促進法と
成年後見制度利用促進基本計画について
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• 「措置から契約へ」という社会福祉基礎構造改革の流れの中で契
約を支援するシステムが必要となった

– 「介護保険制度の車の両輪」（平成12（2000）年）

• 行政処分として介護・福祉サービスを導入（措置）

↓

• 介護・福祉サービスが、自己選択、自己決定、自己責任の契約によって利用するサービスへ

本人保護
＋

ノーマライゼーション
自己決定の尊重
現有能力の活用

成年後見制度

本人保護

判断能力の低下のある人への契約支援システムが必要

日常生活自立支援事業・・・社会福祉協議会によるサービスとして誕生
成年後見制度・・・民法の禁治産制度・準禁治産制度を改正した司法制度

禁治産・準禁治産制度

平成5（1993）年障害者基本法改正
平成7（1995）年障害者プラン（ノーマ
ライゼーション７か年戦略）

民
法
の
改
正

民法858条

成年後見人は、成年被後見人の生活、
療養看護及び財産の管理に関する事
務を行うに当たっては、成年被後見人
の意思を尊重し、かつ、その心身の状
態及び生活の状況に配慮しなければ
ならない。

任意後見制度（事前） と 法定後見制度（事後）
補助類型の創設
同意権・取消権の創設

成年後見制度の誕生



任意後見制度

法定後見制度
補 助

保 佐

後 見

成年後見制度の枠組み

⇒ 本人に十分な判断能力があるうちに、判断

能力が低下した場合には、あらかじめ本人自ら

が選んだ人（任意後見人）に、代わりにしてもら

いたいことを契約（任意後見契約）で決めておく

制度

⇒ 本人の判断能力が不十分になった後、家庭
裁判所によって、成年後見人等が選ばれる制
度。本人の判断能力に応じて、「補助」「保佐」
「後見」の３つの制度

3
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補助 保佐 後見

判断能力 不十分 著しく不十分
欠けているのが
通常の状態

同意又は取り消
すことができる
行為
（※１）

申立てにより裁判
所が定める行為
（※２）

・借金、相続の承認
など、民法１３条１項
記載の行為

・申立てにより裁判
所が定める行為

原則としてすべ
ての法律行為

代理できる行為
（※３）

申立てにより裁判
所が定める行為

申立てにより裁判所
が定める行為

原則としてすべ
ての法律行為

※１ 日常生活に関する行為（日用品の購入など）は取り消すことができない

※２ 民法１３条１項記載の行為の一部に限られる

※３ 居住用不動産の処分には家庭裁判所の許可が必要

※ 補助開始の審判、補助人に同意権・代理権を与える審判、保佐人に代理権を与え

る審判をする場合には、本人の同意が必要

類型ごとの支援内容
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＜目的＞
認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分な者に対して、福祉サービス

の利用に関する援助等を行うことにより、地域において自立した生活が送れるよう支援する。

＜実施主体＞
都道府県社会福祉協議会又は指定都市社会福祉協議会。ただし、事業の一部を、市区町村社会

福祉協議会等（基幹的社協等）に委託できる。（平成２９年度末現在の基幹的社協等は１，３４４ヵ所）
（補助率）１／２

＜事業の対象者＞
判断能力が不十分な者であり、かつ本事業の契約の内容について判断し得る能力を有している

と認められる者。（平成２９年度末実利用者数は５３，４８４人）

＜援助内容＞
①福祉サービスの利用援助
②苦情解決制度の利用援助
③住宅改造、居住家屋の賃借、

日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に関する援助等
④①～③に伴う援助として「預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用者の
日常生活費の管理（日常的金銭管理）」「定期的な訪問による生活変化の察知」

具体的には、利用者との契約に基づいて、福祉サービス申請の助言や同行、
サービスの利用料の支払い、公共料金の支払い等の日常的金銭管理等を実施。

（1ヶ月の平均利用回数は約2回、利用料の平均1回1,200円）

日常生活自立支援事業
令和元年度予算：生活困窮者自立支援法等関係予算４３８億円の内数

実利用者数
（人）

認知症高齢者等 知的障害者等 精神障害者等 その他 計

23,414

43.8%

12,596

23.6%

14,640

27.4%

2,834

5.3%

53,484

100.0%
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• 「民法の改正」による成年後見制度の誕生＋各福祉法の改正（平成12年）

• 老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法に市町村長申立が規定

老人福祉法32条

知的障害者福祉法28条

精神保健福祉法51条の11の2

• 成年後見制度利用支援事業による助成

・平成12年3月30日 障障発第11号、障精21号、老計13号
・・・4親等以内の親族の有無を確認した上で市町村長申立を行う

↓ 煩雑な手続きの簡素化
・平成17年7月29日 障障発第0729001号等通知

・・・ 一部改正 2親等以内親族の有無の確認
3親等又は4親等の親族があって審判請求をする者の存在が明らかである
ときは、市町村長申立ては行わないことが適当

「その福祉を図るため

特に必要があると認めるとき」

市町村長申立が規定（老人福祉法等の改正）

地方自治法 １条の２
地方公共団体は、住民の福祉の増進
を図ることを基本として、地域におけ
る行政を自主的かつ総合的に実施す
る役割を担うものとする。

成年後見制度を必要とする人が利用できるようにする市町村長申立
の創設は、介護・福祉サービスの契約への支援という意味では、憲法
第２５条健康で文化的な最低限度の生活の保障であり、本人の財産
をつかって本人らしい生活を支援するという意味では、憲法第１３条
個人の幸福追求権の保障でもある。
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• 地域包括支援センターや基幹相談支援センターの権利擁護

• 虐待防止法における市町村長申立・利用促進の規定
平成18年 高齢者の虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
平成24年 障害者の虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

権利擁護業務・虐待防止における成年後見制度活用

「地域包括支援センターの設置運営について」より 老計発第1018001号
老振発第1018001号
老老発第1018001号

権利擁護業務は、地域の住民や民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問題が
解決できない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等の困難な状況にある高齢者
が、地域において、安心して尊厳のある生活を行うことができるよう、専門的・継続的な視点から
の支援を行うものである。

業務の内容としては、成年後見制度の活用促進、老人福祉施設等への措置の支援、高齢者虐
待への対応、困難事例への対応、消費者被害防止に関する諸制度を活用し、高齢者の生活の維
持を図るものである。

障害福祉分野の基幹相談支援センターも
総合相談・権利擁護業務を担う

高齢者虐待防止法9条2項
障害者虐待防止法9条3項

虐待防止

高齢者虐待防止法27条2項
障害者虐待防止法43条2項

消費者被害防止

高齢者虐待防止法28条
障害者虐待防止法44条

利用促進



「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値

⃝長期の縦断的な認知症の有病率調査を行っている久山町研究のデータから、

新たに推計した認知症の有病率（2025年）。

各年齢層の認知症有病率が、2012年以降一定と仮定した場合：19％。

各年齢層の認知症有病率が、2012年以降も糖尿病有病率の増加により上昇す

ると仮定した場合：20.6％。
※ 久山町研究からモデルを作成すると、年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の有病率に影響することがわかった。

本推計では2060年までに糖尿病有病率が20％増加すると仮定した。

⃝本推計の結果を、平成25年筑波大学発表の研究報告による2012年における

認知症の有病者数462万人にあてはめた場合、2025年の認知症の有病者数

は約700万人となる。

年 2012年 2015年 2020年 2025年 2030年 2040年 2050年 2060年

各年齢の認知症有病
率が一定の場合の将

来推計

人数/(率) 462万人

15.0％

517万人

15.7％

602万人
17.2％

675万人
19.0％

744万人
20.8％

802万人
21.4％

797万人
21.8％

850万人
25.3％

各年齢の認知症有病
率が上昇する場合の

将来推計

人数/(率)

525万人
16.0％

631万人
18.0％

730万人
20.6％

830万人
23.2％

953万人
25.4％

1016万人
27.8％

1154万人
34.3％

認知症の人の将来推計について

8
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1990年(実績) 2025年 2060年

75歳～
597( 5%)

65～74歳
892( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,066万人

65～74歳
1,128(13%)

20～64歳
4,105(47%)

～19歳
1,104(13%)

総人口
8,674万人

７５

６５

歳

万人
２５０
万人 万人

５０ １００ １５０ ２００ ２５００

75歳～
2,336(27%)

20～64歳
7,590(61%)

～19歳
3,249(26%)

２０

５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,849(15%)

75歳～
2,179(18%)

65～74歳
1,479(12%)

20～64歳
6,559(54%)

１５０ ２００

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2060年には、人口は8,674万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約40％となる。

０ ５０

2015年(実績)

65～74歳
1,734(14%)

75歳～
1,613(13%)

総人口
1億2,709万人

～19歳
2,190(17%)

20～64歳
7,028(55%)

５０ １０００

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

１００ １５０ ２００
万人
２５０

日本の人口ピラミッド（1990－2060）

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
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（後見等に係る体制の整備等）

第32条の2 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定する後

見、保佐及び補助（以下「後見等」という。）の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活

用を図るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図る

ため、前項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。

※平成２４年４月１日施行
（介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律）

※知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律においてもほぼ同様の規定あり

今後、親族等による成年後見の困難な者が増加するものと見込まれ、介護サービス利用契約の支援などを

中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられることから、市町村は、市民後見人を育成し、

その活用を図ることなどによって権利擁護を推進することとする。

後見等に係る体制の整備等（老人福祉法等の改正）

市民後見人の育成・活用
平成23年～26年は市民後見推進事業、平成27年からは権利擁護人材育成事業として実施
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成年後見制度の利用の促進に関する法律①
（平成28年4月13日公布、5月13日施行）

地域の需要に対応し

た成年後見制度の利

用の促進

成年後見制度の利

用に関する

体制の整備

成年後見制度の理念の尊重

①ノーマライゼーション

②自己決定権の尊重

③身上の保護の重視

基本理念

○基本方針に基づく施策を実
施するため必要な
法制上・財政上の措置

○成年被後見人等の権利制限
に係る関係法律の改正その
他の基本方針に基づく施策
を実施するために必要な法
制上の措置については、こ
の法律の施行後三年以内を
目途として講ずる

１ 国の責務
２ 地方公共団体の責務
３ 関係者の努力
４ 国民の努力
５ 関係機関等の相互の

連携

国等の責務

基本方針

１ 関係機関等に
おける体制の
充実強化

２ 関係機関等の
相互の緊密な
連携の確保

法制上の措置等

施策の実施状況の公表（毎年）

１地域住民の需要に
応じた利用の促進

２地域において成年
後見人等となる人
材の確保

３成年後見等実施機
関の活動に対する
支援

１保佐及び補助の制度の利用
を促進する方策の検討

２成年被後見人等の権利制限
に係る制度の見直し

３成年被後見人等の医療等に
係る意思決定が困難な者へ
の支援等の検討

４成年被後見人等の死亡後に
おける成年後見人等の事務
の範囲の見直し

５任意後見制度の積極的な活
用

６国民に対する周知等
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成年後見制度の利用の促進に関する法律②
（平成28年4月13日公布、5月13日施行）

○有識者で組織する。

○基本計画案の調査審議、施
策に関する重要事項の調査
審議、内閣総理大臣等への
建議等を行う。

意見

１ 組織
会長：内閣総理大臣
委員：内閣官房長官、特命担当大

臣、法務大臣、厚生労働大
臣、総務大臣等

２ 所掌事務
① 基本計画案の作成
② 関係行政機関の調整
③ 施策の推進、実施状況の
検証・評価等

成年後見制度利用促進会議 成年後見制度利用促進委員会

成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、「成年後見制度利用促進基本計画」を策定

基本計画
地方公共団体の措置

この法律は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において政令で定める日（H28.5.13)から施行する。
その他

体 制

都道府県の措置
○人材の育成
○必要な助言

市町村の措置

○国の基本計画を踏ま
えた計画の策定等

○合議制の機関の設置

援助

この法律の施行後２年以内の政令で定める日（H30.4.1)に、これ
らの組織を廃止し、新たに関係行政機関で組織する成年後見制度
利用促進会議及び有識者で組織する成年後見制度利用促進専門家
会議を設ける（両会議の庶務は厚生労働省に）。
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■ 認知症等により判断能力が低下すると、

① 預貯金の引出し等、金銭管理が困難

② 介護サービスや入院が必要でも契約困難

③ 住宅・金融・医療等の全般にわたり支障、

消費者被害、詐欺のターゲットになるおそれ

社会生活上の大きな支障が生じ
ない限り、制度があまり利用され
ていない

法律専門職等が後見人に選任さ
れるケースの中には、意思決定
支援、身上保護等の福祉的な視
点に乏しい運用がある

後見人等への支援体制が不十分、
福祉的観点から本人の最善の利
益を図るために必要な助言を行う
ことが困難な家庭裁判所が相談
対応

このため、利用者が制度を利用す
るメリットを実感できていない

■ 一方、成年後見制度の利用者は約21.8万人

必要な人に制度が利用されていない可能性

必要性 課 題

■ 今後、認知症高齢者や単独世帯の高齢者の

増加が見込まれる中、成年後見制度の利用

の必要性が高まっていく

成年後見制度の利用促進に関する必要性



成年後見制度の利用者数の推移（平成２５年～平成３０年）

○ 成年後見制度の各事件類型における利用者数はいずれも増加傾向にある。
○ 平成３０年１２月末日時点の利用者数については，成年後見の割合が約７７．７％，保佐の割合が約１６．４％，

補助の割合が約４．６％，任意後見の割合が約１．２％となっている。

平成25年12月末日 平成26年12月末日 平成27年12月末日 平成28年12月末日 平成29年12月末日 平成30年12月末日

成年後見 143,661 149,021 152,681 161,307 165,211 169,583

保佐 22,891 25,189 27,655 30,549 32,970 35,884

補助 8,013 8,341 8,754 9,234 9,593 10,064

任意後見 1,999 2,119 2,245 2,461 2,516 2,611

計 176,564 184,670 191,335 203,551 210,290 218,142

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

176,564
184,670

191,335 203,551
210,290

218,142

（単位：人）
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成年後見人等による不正報告件数・被害額（平成２５年～平成３０年）

○ 成年後見人等による不正報告件数は，平成２６年まで増加傾向にあったが，平成２７年以降，不正報告件数
及び被害額はいずれも減少している。
（注）各年の１月から１２月までの間に，家庭裁判所が不正事例に対する一連の対応を終えたとして報告され

た数値であり，不正行為そのものが当該年に行われたものではない。

（注） 「成年後見人等」とは，成年後見人，保佐人，補助人，任意後見人，未成年後見人及び各監督人をいう。

※ 括弧内の数値は，専門職の内数である。
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専門職

専門職以外

（単位：件） 不正報告件数

294
250

約44億

9000万円

約56億7000万円

約29億7000万円

約26億円
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平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年

専門職

専門職以外

約14億4000万円

（単位：億円）
被 害 額

約11億3000万円

(14) (22) (37) (30) (11) (18) (約9000万円)

(約5億6000万円)

(約1億1000万円)

(約9000万円)

(約5000万円)

(約5000万円)
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親族後見人の割合は低下し第三者後見人の割合が上昇

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

成年後見人等と本人との関係：第三者後見人と親族後見人の割合

第三者後見人

親族後見人

最高裁判所事務総局家庭局作成資料「成年後見関係事件の概況」を参考に作成。
後見開始，保佐開始及び補助開始事件のうち認容で終局した事件を対象とした。



申立ての動機別件数（平成３０年）

（注） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。

○ 主な申立ての動機としては，預貯金等の管理・解約が最も多く，次いで，身上監護となっている。

17
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成年後見制度の利用に係る費用等について

・ 申立手数料… 収入印紙８００円
（保佐・補助の代理権又は同意権付与の申立てをする場合には各８００円を追加）

・ 登記手数料… 収入印紙２，６００円（任意後見は１，４００円）
・ 送達・送付費用… 郵便切手３，０００円～５，０００円程度
・ 鑑定費用… 鑑定を実施する場合には５万円～１０万円程度（一般的な金額であり，鑑定人により異なる）

※ 平成２７年に鑑定を実施したものは全体の約９．６％

〇成年後見制度の申立てに要する費用

〇成年後見人の報酬について

家庭裁判所は，後見人及び被後見人の資力その他の事情によって，被後見人の財産の中から，相当な報酬
を後見人に与えることができる（民法８６２条）。
※成年後見監督人，保佐人，保佐監督人，補助人，補助監督人及び任意後見監督人についても同様である。

→ 報酬額は裁判官が事案ごとにふさわしい額を決めているが，後見制度の利用者に向けた参考資料
として東京家庭裁判所は「成年後見人等の報酬額のめやす」を公表している。

「成年後見人等の報酬額のめやす」（平成２５年１月１日付け東京家庭裁判所，東京家庭裁判所立川支部）より抜粋

 基本報酬
月額２万円。ただし，成年後見人が管理する財産額が１，０００万円を超え５，０００万円以下の場合には
月額３万円～４万円，管理する財産額が５，０００万円を超える場合には月額５万円～６万円。

 付加報酬
身上監護等に特別困難な事情があった場合には，基本報酬額の５０％の範囲内で相当額の報酬を付加
する。また，成年後見人が特別な事務を行った場合には，相当額の報酬を付加することがある。

※現在、家庭裁判所において、後見事務の内容や難易度等を総合的に考慮することなど、報酬付与
の在り方について検討がされている



申立人と本人との関係別件数（平成３０年）

（注１） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。
（注２） 「その他親族」とは，配偶者，親，子及び兄弟姉妹を除く，四親等内の親族をいう。

○ 申立人については，本人の子が最も多く全体の約２４．９％を占め，次いで市区町村長（約２１．３％），本人
（約１５．８％）の順となっている。

19



市区町村長申立件数の推移（平成２５年～平成３０年）

（注） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。

○ 市区町村長が申し立てた事件数は増加傾向にあり，平成３０年は全体の約２１．３％となっている。
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市区町村長
申立件数

5,046 5,592 5,993 6,469 7,037 7,705 

総数に
占める割合

14.7% 16.4% 17.3% 18.8% 19.8% 21.3%

総数 34,215 34,174 34,623 34,444 35,486 36,186 
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成年後見制度利用促進基本計画について

＜経緯＞

○H28．5 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行

○H28．9 「成年後見制度利用促進会議」（会長：総理）より「成年後見制度利用促進委員会」に

意見を求める（基本計画の案に盛り込むべき事項について）

○H29．1 「委員会」意見取りまとめ

○H29．1～2 パブリックコメントの実施

○H29．3 「促進会議」にて「基本計画の案」を作成の上、閣議決定

＜計画のポイント＞ ※計画対象期間：概ね５年間を念頭。市町村は国の計画を勘案して市町村計画を策定。

（１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善

⇒財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人の選任・交代

⇒本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる診断書の在り方の検討

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

⇒①制度の広報②制度利用の相談③制度利用促進（マッチング）④後見人支援等の機能を整備

⇒本人を見守る「チーム」、地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、コーディネートを行う

「中核機関（センター）」の整備

（３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和

⇒後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策の検討 ※預貯金の払戻しに後見監督人等が関与 21



成年後見制度利用促進基本計画の工程表
2017年度

（平成29年度）
2018年度

（平成30年度）
2019年度

（令和元年度）※

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

Ⅰ 制度の周知

Ⅱ 市町村計画の策定

Ⅲ

利用者がメリットを実感できる制度の運用

・適切な後見人等の選任のための検討の促
進
・診断書の在り方等の検討

・高齢者と障害者の特性に応じた意思決定支
援の在り方についての指針の策定等の検討、
成果の共有等

Ⅳ

地域連携ネットワークづくり
・市町村による中核機関の設置

・地域連携ネットワークの整備に向けた取組
の推進

Ⅴ

不正防止の徹底と利用しやすさの調和

・金融機関における預貯金等管理に係る自主
的な取組のための検討の促進等

・取組の検討状況等を踏まえたより効率的な
不正防止の在り方の検討

Ⅵ 成年被後見人等の医療・介護等に係る意思
決定が困難な人への支援等の検討

Ⅶ 成年被後見人等の権利制限の措置の見直し

パンフレット、ポスターなどによる制度周知

国の計画の周知、市町村計画の策定働きかけ、策定状況のフォローアップ

中核機関の設置・運営、地域連携ネットワークの整備

相談体制・地域連携ネットワーク構築支援

（各地域の取組例の収集・紹介、試行的な取組
への支援等）

相談体制の強化、地域連携ネットワークの更なる構築

適切な後見人等の選任のための検討の促進

診断書の在り方等の検討

意思決定支援の在り方についての指針の策定等の検討、成果の共有等

新たな運用等の開始、運用状況のフォローアップ

金融機関における自主的取組のための検討の促進
取組の検討状況・地域連携ネットワークにおける不正防止
効果を踏まえたより効率的な不正防止の在り方の検討

医療・介護等の現場において関係者が対応を
行う際に参考となる考え方の整理

成年被後見人等の権利制限の措置について法制上の措置等
目途：平成３１年５月まで

施策の進捗状況については、随時、国において把握・評価し、必要な対応を検討する。

※基本計画の中間年度である令和元年度においては、各施策の進捗状況を踏まえ、個別の課題の整理・検討を行う。

専門職団体等による自主的な取組の促進

参考となる考え方の周知、活用状況を踏まえた改善

22
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家庭裁判所

医療・福祉関係団体

市町村

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治体等
地域関係団体

地域包括支援センター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人 後見人等

チーム

協議会

③
本
人
に
ふ
さ
わ
し
い
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
向
け
た
検
討
・専
門
的
判
断

専門職による専門的助言等の支援の確保
中核機関が②～④の３つの検討・判断の

進行管理 の役割を担う 専門職団体や関係機関が連携
体制を強化するための協議会

中核機関が事務局の役割を
担う

権
利
擁
護
支
援
の

地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

成
年
後
見
制
度
の
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必
要
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人
を
発
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し
、
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に
必
要
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支

援
に
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な
げ
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域
連
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の
仕
組
み

※

中
核
機
関
が
全
体
構
想
の
設
計
・実
現
の
司
令
塔

の
役
割
を
担

う

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

中核機関

本人に身近な親族、福
祉・医療・地域の関係者
と後見人がチームになっ
て日常的に本人を見守
り、本人の意思や状況
を継続的に把握し必要

な対応を行う体制

●地域の権利擁護支援・成年後見制度利用促進機能の強化向けて、全体構想の

設計とその実現に向けた進捗管理・コーディネート等を行う「司令塔機能」

●地域における「協議会」を運営する「事務局機能」

●地域において「3つの検討・専門的判断（上記②～④）」を担保する

「進行管理機能」

成年後見制度利用促進体制整備委員会「地域における成年
後見制度利用促進に向けた体制整備のための手引き」p.15を
参考に、成年後見制度利用促進室作成

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能
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２ 市町村の役割
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○ 地方自治法 第１条の２

地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に
実施する役割を担うものとする。

○ 老人福祉法第32条、知的障害者福祉法第28条、精神保健福祉法第51条の11の2

「その福祉を図るため、特に必要があると認めるとき」 市町村長申立

老人福祉法32条の２ 「体制整備」

○ 高齢者虐待防止法第9条第2項 障害者虐待防止法第9条第3項 虐待対応における市町村長申立

○ 高齢者虐待防止法第27条第2項、第28条 障害者虐待防止法第43条第2項、第44条

消費者被害防止における成年後見制度の活用

○ 成年後見制度利用促進法 第14条第1項

市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利
用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見制度等実施機関
の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を調査
審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くよう
努めるものとする。

市町村が取り組む法的根拠



成年後見制度利用促進基本計画（p.21～22）における市町村の役割

【権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核機関、協議会等の整備】

○ 市町村は、上記のとおり、地域連携ネットワークの中核機関の設置等において積極的な役
割を果たすとともに、地域の専門職団体等の関係者の協力を得て、地域連携ネットワーク（協議
会等）の設立と円滑な運営においても積極的な役割を果たす。

○ 市町村は、上記（２）④に掲げた地域連携ネットワーク・中核機関に期待される機能の段階
的・計画的整備に向け、市町村計画を定めるよう努める。

【審議会等合議制の機関を活用した市町村計画の策定と継続的取組点検と評価】

○ また、市町村は、促進法第２３条第２項において、条例で定めるところにより、当該市町村
の区域における成年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を調査審議させる審議会そ
の他の合議制の機関を置くよう努めるものとされている。

○ 市町村は、当該合議制の機関を活用し、市町村計画の検討・策定を進めるほか、当該地
域におけるネットワークの取組状況について調査審議し、例えば、当該地域において成年後見
制度の利用が必要な人を発見し制度利用につなげる支援ができているか等、地域における取
組状況の点検、評価等を継続的に行うことが望ましい。

※地域における体制整備は、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕組みを活用しつ
つ、地域福祉計画など既存の施策と有機的な連携を図りつつ進める。
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なぜ権利擁護支援の地域連携ネットワークが必要なのか？

• 判断能力が不十分になると、自分に必要な申請や契約に、一人でつながるこ
とが難しい

• 消費者被害に繰り返し遭い続ける

• 「この人なら・・・」という思いからの生活再建

• 権利擁護支援の「正解」は分かりにくい

• 「私たちのことを、私たち抜きに決めないで」という声にどう応えるか
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「利用促進」とは？①

○推進し、達成されるべきこと：

判断能力の問題により、自分らしい生活を送るうえで大切なこ
とを決め・主張し・実現できない高齢者・障害者の「権利擁護」と
「意思決定支援」

※ 成年後見制度（法定後見、任意後見）は、そのための
選択肢・手段

（促進法第１条）この法律は、認知症、知的障害その他の精神上の障害が

あることにより財産の管理又は日常生活等に支障がある者を社会全体で支
え合うことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現
に資すること及び成年後見制度がこれらの者を支える重要な手段であるに
もかかわらず十分に利用されていないことに鑑み、成年後見制度の利用の
促進について、その基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及び基本方
針その他の基本となる事項を定めるとともに、成年後見制度利用促進会議
及び成年後見制度利用促進委員会を設置すること等により、成年後見制度
の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とす
る。
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「利用促進」とは？②
○重視していただきたい視点：

・「権利擁護」の光が届かないケースへの対応強化を図るに
は？

・成年後見制度を「利用すべき人が利用できる」ため、また「利
用者がメリットを実感できる」ため、地域福祉と自治体がなす
べきことは？

○権利擁護支援の「地域連携ネットワーク」が目指すもの：

・ 発見⇒相談（早期対応から専門相談までのつなぎ）

⇒ニーズの精査

⇒必要な人に必要な支援（見守りであったり、法定後見で
あったり）が行き届くような地域づくり

・ 全国どこに住んでいても、契約取消・代理といった保護が
求められる人には、成年後見制度が利用できること

（「基本計画」の「施策目標」に明示）
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地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ

様々な課題を
抱える住民

高齢関係 障害関係

自立相談
支援機関

児相

児童関係

病院

医療関係

教育関係

保健関係

家計支援関係

がん･難病関係

発達障害関係

自治体によっては
一体的

ご近所 民生委員・
児童委員

PTA

子ども会

住
民
に
身
近
な
圏
域

市
町
村
域
等

自治会

NPO

住民が主体的に地域課題を把握して
解決を試みる体制づくり

環境産業

地区社協

司法関係

住まい関係

市町村

市町村における
総合的な

相談支援体制作り

明らかになったニーズに、
寄り添いつつ、つなぐ

バックアップ

交通

土木

老人ｸﾗﾌﾞ

医療的ケアを要す
る子どもやDV、
刑務所出所者、犯
罪被害者など、身
近な圏域で対応し
がたい、もしくは
本人が望まない課
題にも留意。

農林水産

都市計画

まちおこし

住民が主体的に地域課題を把握して解
決を試みる体制づくりを支援する

複合
課題
の丸
ごと

世帯
の
丸ご
と

とり
あえ
ずの
丸ご
と

解決

課題把握
受け止め

地域の基盤づくり

雇用･就労関係

「丸ごと」受け止める場
（地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担
当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支
援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

協働の中核を担う機能

他人事を「我が事」に変えて
いくような働きかけをする機能

防犯・防災

社会教育

ボランティア

企業・商店
受け手 支え

手

社会福祉法人

【１】
【２】

【３】

学校

権利擁護関係

多文化共生関係

ニッポン一億総活躍プラン

（H28.6.2閣議決定）

世帯全体の複合化・
複雑化した課題を受け

止める、市町村におけ

る総合的な相談支援体

制作りの推進。

小中学校区等の住民
に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を
把握して解決を試みる
体制づくりの支援。

自殺対策関係

消費生活協同組合

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiyxqPms9LPAhUO1GMKHfPkBgQQjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2014/01/blog-post_7416.html&bvm=bv.135475266,d.cGc&psig=AFQjCNFpZfcCO7TP3oqaZ6w0iFn8rp3vtA&ust=1476263270359199
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiyxqPms9LPAhUO1GMKHfPkBgQQjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2014/01/blog-post_7416.html&bvm=bv.135475266,d.cGc&psig=AFQjCNFpZfcCO7TP3oqaZ6w0iFn8rp3vtA&ust=1476263270359199
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi4nO_nt8fPAhUBmZQKHZW8Ck8QjRwIBw&url=http://kids.wanpug.com/illust99.html&bvm=bv.135258522,d.dGo&psig=AFQjCNG8hIox9vzaFd6G3JPfiKE8F-3RHA&ust=1475886498149968
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi4nO_nt8fPAhUBmZQKHZW8Ck8QjRwIBw&url=http://kids.wanpug.com/illust99.html&bvm=bv.135258522,d.dGo&psig=AFQjCNG8hIox9vzaFd6G3JPfiKE8F-3RHA&ust=1475886498149968
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi20LmVs9LPAhUL-GMKHQtaBj8QjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2014/09/blog-post_912.html&bvm=bv.135475266,d.cGc&psig=AFQjCNF1KSCbK_1YsCGfSnYCU_IbXPqitQ&ust=1476263208745115
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi20LmVs9LPAhUL-GMKHQtaBj8QjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2014/09/blog-post_912.html&bvm=bv.135475266,d.cGc&psig=AFQjCNF1KSCbK_1YsCGfSnYCU_IbXPqitQ&ust=1476263208745115
http://4.bp.blogspot.com/-_uiP7snuyhA/Us_Ng2k41sI/AAAAAAAAdK8/DBs2ee1iNPo/s800/kaisya_nakayoshi.png
http://4.bp.blogspot.com/-_uiP7snuyhA/Us_Ng2k41sI/AAAAAAAAdK8/DBs2ee1iNPo/s800/kaisya_nakayoshi.png
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「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制」と「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」

支え合いだけでは解決しにくい権利
擁護支援の課題が地域には潜在し
ている

（※法的課題整理、権利救済や権
利行使の支援、意思決定の支援が
必要なケースなど）

◎当事者主体の早期対応をしていく
ことで、本人の財産を活用しつつ、
その人らしい生活の継続、地域生活
の継続が可能に。

◎支え合う住民も、安心して生活する
ことができる

早期に「権利擁護支援」の必要性（法
律的課題の整理の必要性等）に気づ
ける地域・場づくり

個々のチームを支援する体制
地域課題の検討・調整・解決の協議の場

家庭裁判所

医療・福祉関係団体

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治体等
地域関係団体

地域包括支援センター

社会福祉協議会民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

中核機関

※複数市町村共同設置も視野 都道府県

地域で本人と
後見人等を支
えていくこと
で、成年後見
制度の適切な
活用、運用を
支援

◎地域や住民の権利擁護支援の意識
の醸成等（我が事として意識）

◎「丸ごと」受け止める場で明らかに
なった権利擁護支援のニーズに寄り
添いつつ、中核機関へつなぐ

市町村
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３ 成年後見制度利用促進基本計画の取組状況

（１） ＫＰＩの設定と中核機関の整備等の状況



工程表における記載 KPI（2021年度末の目標）

Ⅰ　制度の周知

・中核機関（権利擁護センター等を含む）においてパンフレット等による
  成年後見制度や相談窓口の周知を行っている市区町村数
                  全1741市区町村（平成30年10月時点　470市区町村）

（参考値）
 ・成年後見制度利用者数（保佐・補助・任意後見割合を含む）

Ⅱ　市町村計画の策定
・市町村計画を策定した市区町村数
                 全1741市区町村数（平成30年10月時点　60市区町村）

Ⅲ　利用者がメリットを実感でき
る制度の運用

・後見人等による意思決定支援の在り方についての指針の策定

・後見人等向けの意思決定支援研修が実施される都道府県の数
                                                 　全47都道府県

・2025年度末までに認知症関連の各種養成研修への意思決定支援に関する
 プログラム導入

・厚生労働科学研究「障害者の意思決定支援の効果に関する研究」の研究
  成果として「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライ
  ン」の活用・理解促進のための研修カリキュラムの策定

Ⅳ 地域連携ネットワークづくり
・中核機関（権利擁護センター等を含む）を整備した市区町村数
                 　全1741市区町村（平成30年10月時点　492市区町村）

・中核機関（権利擁護センター等を含む）において後見人候補者を推薦
  する取組を行っている市区町村数
                      800市区町村（平成30年10月時点　210市区町村）

・中核機関（権利擁護センター等を含む）において後見人支援の取組
 （専門職の雇い上げ等により相談や手続支援を実施）を行っている市区
  町村数
                      200市区町村（平成30年10月時点　59市区町村）

・協議会等の合議体を設置した市区町村数
                 全1741市区町村  （平成30年10月時点  79市区町村）

・国研修を受講した中核機関職員や市区町村職員等の数　　　　3500人

Ⅴ　不正防止の徹底と利用しやす
さの調和

・全預金取扱金融機関（※）の個人預金残高に占める後見制度支援預金又は後
見制度支援信託を導入済とする金融機関の個人預金残高の割合
                           50％以上（平成30年12月末時点　約12％）

※ネットバンク等の店舗窓口において現金を取り扱っていない金融機関及び
業域・職域信用組合に係る個人預金残高は除く。

Ⅵ　成年被後見人等の医療・介護
等に係る意思決定が困難な人への
支援等の検討

・医療に係る意思決定が困難な人への円滑な医療・介護等の提供

Ⅶ　成年被後見人等の権利制限の
措置の見直し

・成年後見等の権利制限に係る法制上の措置の見直し
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措置のある法律(190）

成年後見制度利用促進基本計画に係るＫＰＩ
令和元年５月３０日
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○認知症施策推進大綱（認知症施策推進関係閣僚会議 令和元年６月18日）

⑨成年後見制度の利用促進

○ 全国どの地域に住んでいても、成年後見制度を必要とする人が制度を利用できるよう、「成年後見制度利用促進基
本計画」に基づく市町村の中核機関（権利擁護センター等を含む。以下同じ。）の整備や市町村計画の策定を推進す
る。

○ 成年被後見人等の利益や生活の質の向上のための財産利用・身上保護に資する支援ができるよう、成年後見人等
に対する意思決定支援の研修の全国的な実施を図る。また、「任意後見」「補助」「保佐」制度の広報・相談体制の強
化や、市町村等による市民後見人・親族後見人への専門的バックアップ体制の強化を図る。

○ 後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保するため に 、 市町村の取組を支援する。

ＫＰＩ／目標
○ 成年後見制度の利用促進について(2021年度末)
・中核機関を整備した市区町村数 全1741市区町村
・中核機関においてパンフレット等による成年後見制度や相談窓口の周知を行っている市区町村数 全1741市区町
村
・中核機関において後見人候補者を推薦する取組を行っている市区町村数 800市区町村
・中核機関において後見人支援の取組（専門職の雇い上げ等により相談や手続支援を実施）を行っている市区町村数
200市区町村
・協議会等の合議体を設置した市区町村数 全1741市区町村
・市町村計画を策定した市区町村数 全1741市区町村数
・国研修を受講した中核機関職員や市区町村職員等の数 3500人
・後見人等向けの意思決定支援研修が実施される都道府県の数 全47都道府県

○経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日 閣議決定）

（７）暮らしの安全・安心
⑤ 共助・共生社会づくり

（共生社会づくり）
「認知症施策推進大綱」 に基づき、認知症と共生する社会づくりを進める。また、成年後見制度の利用を促進する

ため、同大綱も踏まえ、中核機関の整備や意思決定支援研修の全国的な実施などの施策を総合的・計画的に推進
する。

「骨太」「認知症施策推進大綱」における成年後見制度利用促進施策について
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地域連携ネットワークとその中核となる機関

家庭裁判所
協議会

中核機関
（市町村直営又は委託）

医療・福祉関係団体

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治会等
地域関係団体

地域包括支援
センター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融関係団体

本人
（認知症高齢者）

後見人等

ケアマネジャー

チーム

介護

サービス
事業者

医療機関

家族、親族民生委員、
ボランティア

金融機関

後見人等

相談支援専門員

障害福祉
サービス
事業者

医療機関

本人
（障害者）

チーム

家族、親族
民生委員、
ボランティア

金融機関

○ 全国どの地域においても成年後見制度の利用が必要な人が制度を利用できるよう、
各地域において、権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築する。
※協議会・・・法律・福祉の専門職団体や、司法、福祉、医療、地域、金融等の関係機関が連携体制を強化するための合議体
※チーム・・・本人に身近な親族、福祉・医療・地域等の関係者と後見人が一緒になって日常的に本人の見守りや意思や状況等を継続的に把握。
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「チーム」について

内容：本人に身近な親族、福祉・医療、地域等の関係者と後見人がチームとなって日常的に本人を見守
り、本人の意思や状況を継続的に把握し必要な対応を行う仕組み

メンバー例：ケアマネジャー、相談支援専門員、生活保護ケースワーカー、保健師、精神保健福祉士、入
所先社会福祉施設、入院先医療機関、認知症初期集中支援チーム、認知症疾患医療センター、介
護サービス事業所、障害福祉サービス事業所、訪問看護ステーション、

家族・親族、民生委員、金融機関、市町村窓口、専門職、建築業者、旅行業者等
エリア：日常生活圏域など

後見人等本人
（認知症高齢者）

後見人等

ケアマネジャー 相談支援専門員

障害福祉
サービス
事業者

医療機関

チーム

介護
サービス
事業者

医療機関

本人
（障害者）

チーム

家族、親族 家族、親族

民生委員、
ボランティア

民生委員、
ボランティア

金融機関 金融機関

建築業者

旅行業者

個別の課題に
応じて

・
・・

建築業者

旅行業者

個別の課題に
応じて

・
・・

● 必ずしも一から作る必要は無く、実際には、ケアマネジャーや相談支援専門員等が作っ
ている既存のチームに後見人が参加するケースも少なくないと考えられる。
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「協議会」について

家庭裁判所協議会

中核機関
（市町村直営又は委託）

医療・福祉関係団体

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治会等
地域関係団体

基幹地域包括支援センター

社会福祉協議会

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関団体

※ 協議会の設置検討フローは、「中核機関の手引き」Ｐ６２に出ています。

イメージ

内容：後見等開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体や関係機関が必
要な支援を行えるよう、各地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、
各専門職団体や各関係機関が自発的に協力する体制作りを進める合議体

メンバー例：上記の絵は一例。地域の事情を踏まえ適宜選定（例:商工会や警察など）

エリア：自治体圏域～広域圏域

障害者自立支援協議会

● 地域ケア会議や障害者自立支援協議会など、他の福祉部門の協議会等の権利擁護版であり、新た
に一から構築する必要は必ずしもない。

● 例えば、各地域において取組が進められてきた地域包括ケアシステム関係機関等のネットワークや
障害者自立支援協議会のネットワークの一部に、まず連携が必要な家庭裁判所や法律専門職団体等
の「司法」との連携を加えていくことも想定される。

● ポイントは、司法も含めた関係者との連携であり、「顔の見える関係」を構築すること。
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「中核機関」について

● 中核機関とは、「地域連携ネットワークの中核となる機関」であり、地域連携ネットワーク
が、地域の権利擁護（以下の４つの機能）を果たすように主導する役割。また、専門職に
よる専門的助言等の支援を確保する。

【４つの機能】 ①広報、②相談、③制度利用促進（受任者マッチング）、④後見人支援

● 協議会の事務局

◎ 地域に応じて柔軟に整備していただく観点から、具体的な要件はない。

（いわゆる箱物新設ではない。）

◎ 「全国どこに住んでいても権利擁護支援が届くような体制を整える」との観点から、

まずは一刻も早く中核機関等の体制整備が急務

「小さく生んで大きく育てる」という考え方。

中核機関
（市町村直営又は委託）
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中核機関整備のための手続き

中核機関整備のための手続きは、明確に定められているもので
はありませんが、書面で記録を残しておくと、組織として決定した
ということが明確になり、実効性を高めることができると考えられ
ます。

例）

１）協定書の締結

２）設置要綱

３）委託仕様書、委託契約書での明記

４）庁内内部決裁

５）市町村計画での記載

市町村成年後見制度利用促進基本計画策定の手引きp.7より引用
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地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能
（基本計画p.11～p.15）

① 広報機能
② 相談機能
③ 成年後見制度利用促進機能

(a)受任者調整（マッチング）等の支援
(b)担い手の育成・活動の促進

（市民後見人や法人後見の担い手などの
育成・支援）

(c)日常生活自立支援事業等関連制度から
のスムーズな移行

④ 後見人支援機能
⑤ 不正防止効果
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預金が引き出せない

相談機能 権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断

医療機関
金融機関

民生委員、ボランティア

介護・福祉サービス事業者

本人

福祉関係者（介護支
援専門員、相談支援

専門員等）

どうしていいか
分からない

何とかしなきゃ

成年後見と
言われた

家族、親族

重大な権利侵害の状態
になってからの事後的
対応

支援者にとって都合のい
いサービス選択
支援者のバーンアウト

成年後見制度の必要性
に気づけない
制度利用につなげない

メリットが実感できない制度
利用と制度への不満
制度利用前の生活との分断

本当に成年後見
制度が必要なの
かどうかの精査
がないままに行
われる申立支援

重大な契約行
為がされてい
ないかも

滞納？
消費者被害？

現状

預金が引き出せない

医療機関
金融機関

民生委員、ボランティア

介護・福祉サービス事業者

本人

福祉関係者（介護支
援専門員、相談支援

専門員等）

成年後見と
言われた

家族、親族

重大な契約行
為がされてい
ないかも

滞納？
消費者被害？

相
談

目指すべき姿

必要に応じて
専門的助言

これは成年後見制度の活
用が必要なのかも

成年後見制度以外の対応が適
切に判断された場合も、必要な
支援の検討を続ける

既存の仕組みを使いながら
相談を受け、検討する

総合相談の窓口と連動した権利擁護支援のニーズキャッチ
権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断

必要な支援ニーズを見落とさ
ず、適切な成年後見制度の活用
へ進むことができる



成年後見制度利用促進機能
本人にふさわしい成年後見制度の利用に向けた検討・専門的判断

家庭裁判所

申
立

本人

選
任

後見人等

申
立

相
談

候
補
者
推
薦

医療・福祉
関係者

市町村
担当者

専門職団体
弁護士
司法書士

社会福祉士等

市民後見人法人後見実施機関

候補者のイメージを共有
適切な後見人の選任

適切な候補者のイメージが
よく共有されないまま

本人 後見人等

利用者がメリットを実感
できる後見人等の選任

選
任

【受任者調整】
申立の妥当性の確認
申立のあり方の検討

求められる後見活動や
本人の状況に合わせた
適切な後見人候補者の
検討
中立性・公平性の担保

現状 目指すべき姿

申立人
本人・配偶者
4親等内親族

市町村長・検察官等

中核機関

【上流】の権利擁護支援
の方針についての検
討・専門的判断を経て
【受任者調整】へ進む

家庭裁判所

申立人
本人・配偶者
4親等内親族

市町村長・検察官等

地域住民関係機関

身上保護、意思決定支援、
本人らしい生活を送るため
の財産活用の観点で、利用
者がメリットを実感できない
ような後見人等の選任が
起こってしまうことがある



家庭裁判所

後見人支援機能
モニタリング・バックアップの検討・専門的判断

現状 目指すべき姿

後見人等

本人と後見人等の関係がうまくいか
なくなっている場合

相当期間が経過した後も、本人や
本人を支える家族等と後見人等と
の間に信頼関係が形成されていな
い場合

本人の判断能力が回復しない限り、後見等
が継続する

本人等と後見人等との間に信頼関係が形
成されていないという情報が、家裁にきちん
と伝わらない

後見人等に不正な行為等の任務に適しない
事由がない限り、後見人等が解任されない

メリットが実感できない制度利用と制度への不満
制度利用前の生活との分断

本人の意思決定支援や身上保護が重視されない後
見活動の結果的な継続
本人の権利擁護が適切に行われない状態の継続

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人 後見人等

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

本人と後見人等の関係がうまくいか
なくなっている場合

相当期間が経過した後も、本人や
本人を支える家族等と後見人等と
の間に信頼関係が形成されていな
い場合

他の支援体制への切替
えが望ましいと考えられ
る場合

地域の相談機関による
モニタリング・チームへの支援

医療・福祉
関係者

市町村
担当者

専門職団体
弁護士

司法書士
社会福祉士等

市民後見人等法人後見実施機関

中核機関

相
談

支
援

助
言

必要に応じて
情報共有
新しい候補者の推薦等

必
要
に
応
じ
支
援

必要に応じて
交代、類型変更等

チーム支援やモ
ニタリングの適切
性の検討

不正可能性や後
見人等の交代に
ついての検討

利用者がメリットを
実感できる成年後
見制度の利用

本人を後見人等とともに支える「チーム」に
よる対応

どうしていいか分からない
誰にも相談できない

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）
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地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能
（基本計画p.11～p.15）

① 広報機能
② 相談機能
③ 成年後見制度利用促進機能

(a)受任者調整（マッチング）等の支援
(b)担い手の育成・活動の促進

（市民後見人や法人後見の担い手などの
育成・支援）

(c)日常生活自立支援事業等関連制度から
のスムーズな移行

④ 後見人支援機能
⑤ 不正防止効果



広報機能 知られなければ相談されない

預金が引き出せない

医療機関
金融機関

民生委員、ボランティア

介護・福祉サービス事業者

本人

福祉関係者（介護支
援専門員、相談支援

専門員等）

成年後見と
言われた

家族、親族

重大な契約行
為がされてい
ないかも

滞納？
消費者被害？

相
談

必要に応じて
専門的助言

これは成年後見制度の活
用が必要なのかも

成年後見制度以外の対応が適
切に判断された場合も、必要な
支援の検討を続ける

既存の仕組みを使いながら
相談を受け、検討する

総合相談の窓口と連動した権利擁護支援のニーズキャッチ
権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断

必要な支援ニーズを見落とさ
ず、適切な成年後見制度の活用
へ進むことができる

身近な支援者が「成年後見
制度の活用が必要なのか
もしれない」「権利擁護の支
援が必要かもしれない」と
気づけるように広報する

成年後見制度の活用につ
いて提案されたり、検討し
たりする際に、どこが公的
相談窓口なのか、市民に
分かるように広報する

判断能力がしっかりしてい
る頃から、不十分になった
時にどう備えるか（任意後
見）、
あるいは、

判断能力が不十分になり
始めた頃から（補助、保
佐）、自分の自身の権利擁
護の在り方について考えら
れるように支援する

○パンフレット
○研修会
○セミナー
○出前講座

本人や、チームに加わる関
係者へ広報する

メリット、留意点を含めて説
明する

成年後見制度だけでなく、
様々な権利擁護支援の仕組
みについて説明する
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今後、親族等による成年後見の困難な者が増加するものと見込まれ、介護サービス利用契約の支援な

どを中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられることから、市町村は、市民後見

人を育成し、その活用を図ることなどによって権利擁護を推進することとする。

※１ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）における認知症の人の数（推計）

２０１２年：約４６２万人 （６５歳以上高齢者の約７人に１人）

→ ２０２５年：約７００万人前後（６５歳以上高齢者の約５人に１人）

※２ 成年後見関係事件の申立件数は年々増加傾向（平成３０年 ３６,５４９件）

市
民
後
見
人

⑥支援（専門職による相談等の支援）

家庭裁判所

市 町 村

④推薦（候補者の推薦）

⑤市民後見
人の選任

（市民後見人を活用した取組例のイメージ）

本
人

（認
知
症
高
齢
者
）

後
見
等
業
務

実施機関

①委託

③登録（研修修了
者の名簿送付）

②研修（市民後見人養成研修の実施）

市民後見人の育成及び活用

※実施機関が③登録、④推薦を行うこともありうる。
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今後、高齢化に伴い認知症高齢者等の増加が見込まれる中、認知症高齢者等がその判断能力に応じて必要な介護や生活支援サービスを受けなが
ら日常生活を過ごすことができるよう、認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等の支
援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、認知症高齢者等の権利擁護に関する取組を推進。

① 権利擁護人材育成事業 地域医療介護総合確保基金（介護分） ８２億円の内数
成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人材の育成を
総合的に推進する。

② 成年後見制度利用支援事業 地域支援事業 １，９４１億円の内数
低所得の高齢者に対する成年後見制度の市町村申立てに要する経費や成年後見人等に対する報酬の助成等を行う。

※ 成年後見制度利用促進体制整備推進事業 ３．２億円（社会・援護局に計上）
成年後見制度利用促進のため、都道府県の支援の下、中核機関の整備や市町村計画の策定を推進する。

概 要

事業内容（令和元年度予算）

研修修了者

①権利擁護人材育成事業

認知症
高齢者等

相談

中核機関、権利擁護
センター 等

成年後見制度利用促進
体制整備推進事業

②成年後見制度
利用支援事業

認知症
高齢者等

制度
利用

制度
利用

・申立て費用
・報酬

財政支
援

・弁護士会
・司法書士会
・社会福祉士会
・家庭裁判所 等

連携

養成

認知症高齢者等の権利擁護に関する取組の推進
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市民後見人の養成・活動状況（H29度末）

421 
(24.2%)

1,320 
(75.8%)

市民後見人を養成している

市区町村数

実施 未実施

〇養成者数 1万4,140名

〇成年後見人等の受任者数 1,379名（9.8%）

〇成年後見人等以外の活動に従事する者の数

・法人後見の支援員 1,612名（11.4%）

・日常生活自立支援事業の生活支援員 1,965名（13.9%）

195

91

83

95

その他

市民後見人＋監督人

市民後見人

＋法人又は専門職

単独受任

市民後見人による

成年後見人等の受任態様

※408自治体が回答（複数回答可）
※その他（市民後見人複数、受任実績なし等）

n＝1,741

132

244

82

194

その他の取組を実施

養成機関による

助言・支援の確保

専門職等による

助言体制の確保

受任調整会議の開催

市民後見人の受任調整・

支援体制

150

186

201

333

207

その他の課題

市民後見人が受任に不安

を感じている

家庭裁判所との協議

関係機関・専門職の支援

研修による知識の習得

市民後見人の受任に

当たっての課題

（※H29度末までの累計）

（※累計ではなくH29度末時点）

【市民後見人の活動状況】

※380自治体が回答（複数回答可） ※568自治体が回答（複数回答可）

※成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果（平成30年10月1日時点）
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第1回中間検証ワーキング（元,10,9） 資料8-3最高裁提出資料より



① 成年後見制度法人後見支援事業（障害者関係）

１．目的
成年後見制度における後見等の業務を適切に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人

の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障害者の権利擁護を図ることを目的とする。

２．事業内容
（１）法人後見実施のための研修
ア 研修対象者 法人後見実施団体、法人後見の実施を予定している団体等
イ 研修内容等 市町村は、それぞれの地域の実情に応じて、法人後見に要する運営体制、財源確保、障害者等の

権利擁護、後見監督人との連携手法等、市民後見人の活動も含めた法人後見の業務を適正に行うために必要な知
識・技能・倫理が修得できる内容の研修カリキュラムを作成するものとする。

（２）法人後見の活動を安定的に実施するための組織体制の構築
ア 法人後見の活動等のための地域の実態把握
イ 法人後見推進のための検討会等の実施

（３）法人後見の適正な活動のための支援
ア 弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職により、法人後見団体が困難事例等に円滑に対応できるための支援体

制の構築
（４）その他、法人後見を行う事業所の立ち上げ支援など、法人後見の活動の推進に関する事業

３．事業創設年度
平成２５年度
※市町村地域生活支援事業の必須事業

４．令和元年度予算額（障害者関係）

地域生活支援事業費等補助金４９５億円の内数（平成３０年度：４９３億円、平成２９年度：４８８億円）

５．事業実施状況
平成３０年４月１日現在 ３０９市町村（平成２９年：３１３市町村、平成２８年：２６７市町村）
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●障害者総合支援法（平成25年４月１日施行）

第七十七条（市町村の地域生活支援事業）
市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

五 障害者の民法（明治二十九年法律第八十九号）に規定する後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材
の育成及び活用を図るための研修を行う事業。

登録 委託

養成研修

家
庭
裁
判
所

成
年
被
後
見
人
（
利
用
者
）

市町村･都道府県

研修実施団体
（市町村社協など）

市民後見人

推薦

選任 後見

市民後見人の活用
支援（研修等）

活用

家
庭
裁
判
所

成
年
被
後
見
人
（
利
用
者
）

市町村（･都道府県）

研修実施団体
（都道府県社協など）

法人後見実施団体
（市町村社協など）

選任 後見

委託

【法人後見への支援】

推薦

（参考）

市民後見人を活用した法人後見への支援
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成年後見制度法人後見支援事業について

①208 

12%
②101 

6% ③61 

3%

④1,371 

79%

成年後見制度法人後見支援事業の実施状況

①単独で実施

②複数市町村共同で実施

③H30年度中に実施予定

④未実施

市町村数：1,741

①76 

25%

②233 

75%

成年後見制度法人後見支援事業の実施方法

①直営

②委託

実施市町村数：309

①172 

28%

②177 

28%

③180 

29%

④94 

15%

成年後見制度法人後見支援事業において実施している事業内容

①法人後見実施のための研修

②法人後見の活動を安定的に実

施するための組織体制の構築

③法人後見の適切な活動のため

の支援

④その他、立ち上げ支援など、

法人後見の活動の推進

実施市町村数：309

※ 複数回答可であるため、合計数は実施市町村数と一致しない。

174 

207 

244 
267 

313 309 

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

実
施
市
町
村
数

成年後見制度法人後見支援事業の実施市町村数（経年比較）

市町村数：1,741

52



成年後見制度法人後見の実施状況について

①

439 
25%

②

226 
13%

③

396 
23%

④

680 
39%

市区町村における法人後見を実施している法人等の有無

①管内に実施している法人等がある

②管内に実施している法人等はないが、近隣に所在

する法人等で実施しており、利用できる

③管内及び近隣において実施している法人等はない

④不明

市区町村数：1,741

（注） 法人後見事務については自治体による指定等が必要な事務ではないため、調査時点で自治体が捕捉している情報である。

法人後見を実施している法人（事業所）の数

法人数 ％
社会福祉法人（社会福祉協議会） 365 73.0%
社会福祉法人（社会福祉協議会を除く社福） 7 1.4%
特定非営利法人（NPO法人） 78 15.6%
一般社団法人 25 5.0%
公益社団法人 7 1.4%
一般財団法人 3 0.6%
公益財団法人 1 0.2%
営利法人（株式会社） 1 0.2%
その他（司法書士事務所等） 13 2.6%

合　　　　　　計 500 100.0%

※ 厚生労働省 社会･援護局障害保健福祉部 障害福祉課 地域生活支援推進室調べ（平成３０年４月１日現在）
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成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果（速報値）
調査概要：全国の市区町村（1,741自治体）及び47都道府県 調査時点：令和元年7月1日（一部の調査項目は平成30年度実績等）

79
（4.5%）

139
（8.0%）

413
（23.7％）

434
（24.9%）

651
（37.4%）

622
（35.7%）

598
（34.3%）

546
（31.4%）

中核機関・権利擁護センター等の整備状況等

中核機関整備済み 権利擁護センター等整備済み
いずれも未整備／首長申立あり（H30） いずれも未整備／首長申立なし（H30）

H30.10.
1

R1.7.1

79 

（4.5％）

139 
（8.0％）

3 
83 

28 

123 

130 

92 

221 

16 

40 

1,345 
(77.3%)

1,183 
(67.9%)

中核機関の整備（予定）時期

設置済み H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度～ 未定

H30.10.1

R1.7.1

317(18.2%)

419(24.1%)

6 

(4.3%)

119 

(85.6%)

14 

(10.1%)

中核機関の運営主体

直営 委託等 直営＋一部委託等

ｎ＝139
22

(5.1%)

412

(94.9%)

権利擁護センター等の運営主体

直営 委託又は補助

ｎ＝434

71

(51%)

68

( 49%)

中核機関の設置区域

単独自治体 複数自治体

291

(67.1%)

143

(32.9%)

権利擁護センター等の設置区域

単独自治体 複数自治体

579

（36.1%）

144

（9.0%）

879

（54.9%）

中核機関の整備に向けた検討状況

行政内部で検討中

審議会、策定委員会等の合議
体において検討中

具体的検討をしていない

ｎ＝
1,602

295 (18.4％)

123 (7.7%)

94 (5.9%)

310 (19.4%)

1,036 (64.7%)

委託予定先と調整中

専門職団体と調整中

家庭裁判所と協議中

その他関係機関・団体と調
整中

調整していない

関係団体等との調整状況

ｎ＝1,602 ※複数回答



60 
（3.4％）

127 
（7.3％）

40 120 

102 

150 

178 

123 

203 

21 

39 

1,227 
（70.5％）

1,092 
（62.7％）

市町村計画の策定状況、策定（予定）時期

策定済み H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度～ 未定

522(30.0%)

454(26.1%)

ｎ＝1,741

H30.10.
1

R1.7.1
583

（36.1%）

83

（5.1%）

948

（58.7%）

策定に向けた検討状況

行政内部で検討中

審議会、策定委員会等の合議

体において検討中

具体的な検討をしていない

ｎ＝1,614

高齢者 知的障害者 精神障害者 合計
実施

市区町村数

平成30年度実績 6,540 712 595 7,847 1,048

平成29年度実績 6,158 675 503 7,336 1,000

市区町村長申立の実施状況 （件数）

79 

（4.5％）

140 
（8.0％）

18 
84 

42 

91 

103 

64 

149 

11 

35 

1,394 
(80.1%)

1,272 
(73.1%)

協議会等の設置状況、設置（予定）時期

設置済み H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度～ 未定

H30.10.
1

R1.7.1

329(18.9%)

268(15.4%)

ｎ＝1,741

423

（26.4%）

100

（6.2%）1078

（67.3%）

設置に向けた検討状況

行政内部で検討中

地域の関係団体等が参加する合

議体において検討中

具体的な検討をしていない

ｎ＝1,601
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中核機関の整備（予定）時期（都道府県別） その１ 令和元年7月1日時点
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中核機関の整備（予定）時期（都道府県別） その２ 令和元年7月1日時点
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社協単独委託型で中核機関を整備(岡山県総社市)

総社市役所 総社市社会福祉協議会

福祉課

中核機関

協議会：総社市権利擁護センター運営委員会

委託

自治体概要
人口 約68,994人
面積 約211.9㎢
高齢化率 28.0%

ポイント
 平成25年より、総社市社会福祉協議会に「総社市権利擁護センター”し

えん“」を整備。

 成年後見制度の利用促進、虐待防止、身元保証がなくても入院、入所
できるようにする支援等、権利擁護の総合的支援に取り組む。

 平成31年4月1日、総社市権利擁護センターを中核機関とする。
 市民後見人を21名養成、18名が名簿登録、15名が選任、活動。
 総社市社会福祉協議会が、法人後見12件を受任。

総社市
権利擁護センター

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能

（市の市民後見人登録
台帳に登録している方へ
の支援）
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社協へのセンター単独委託・市協働型で中核機関を整備(愛知県豊田市)

協議会
①センター定例会（事例検討） 【運営】成年後見支援センター
②豊田市成年後見・法福連携推進協議会（計画策定） 【運営】豊田市

自治体概要
人口 約420,000人
面積 約918㎢
高齢化率 22.6%

ポイント
 地域共生社会の実現に向けた豊田市の包括的な支援体制の整備の中で、権利擁護支援

を担う機能として設置。福祉の総合相談窓口にて地域配置されたコミュニティソー
シャルワーカーとも連携。

 政策的な判断・対応ができる市と、支援の実践と連携を担うセンターが協働すること
で、中核機関の機能を発揮できるという考え方で整備。

【平成29年度】協議会にて、中核機関について関係者との合意形成
【平成30年度】センター委託仕様書内に「豊田市と共に中核機関としての機能を

担う」旨を明記し、中核機関を整備。
【令和2年度】 次期地域福祉計画内に位置付ける成年後見制度利用促進計画で、

（予定） 中核機関について明記を行う想定で現在策定作業中

 相談支援（後見人支援含む）の確認や、本人にとってどういった候補者がよいかの検
討については、月１回の定例会にて、３専門職を交えて専門的な視点や知識からの判
断もできるよう実施。

豊田市役所豊田市
社会福祉協議会

成年後見
支援センター

福祉部
福祉総合相談課

中核機関

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能

認知症サポーター養成講座と合同で実施する
ことで、できるだけ効率的に、金融機関職員
向けの啓発の場を確保

制度説明を行うパンフレットは、センター職員が
説明しやすい内容や順番にいつでも変更できるよう、
センター職員が予算をかけずにパソコンで作成

センター・３専門職・市役所による定例会の様子
（家庭裁判所もオブザーバーとして随時参加）



自治体概要
人口 約76,400人
面積 約9.05㎢
高齢化率 約24.3%

協議会：自立支援協議会などの協議会を活用

志木市役所

後見
ネットワーク
センター

中核機関

ポイント
 市庁舎内に直営の後見ネットワークセンターを整備、長寿応援課権利

擁護グループと後見ネットワークセンターが中核機関を担う。
 平成29年4月「志木市成年後見制度利用促進条例」を制定、平成30年4

月「志木市成年後見制度利用促進基本計画」を策定、計画に基づき中
核機関を整備。

 高齢者や障がい者、子どもへの後見制度に関する支援を一元的に整
備。一次相談窓口として市内の地域包括支援センターや障がい者等相
談支援事業所（計10か所）を位置づけ、地域ケア会議等の既存組織を
活用し、支援を行っている。

 市民後見人を平成30年度40名、延べ233名養成、23名が名簿登録。
 志木市社会福祉協議会が、法人後見13件（後見11件、保佐2件）を受

任。

市役所内部に新たに人員を配置し、直営センターを整備(埼玉県志木市)

長寿応援課
権利擁護
グループ

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能
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直営地域包括支援センター内部に成年後見センターを整備(新潟県阿賀町)

自治体概要
人口 約11,000人
面積 約953㎢
高齢化率 46.9%

協議会：阿賀町成年後見センター運営委員会

阿賀町役場

阿賀町成年後見
センター

阿賀町地域包括支援センター

中核機関

ポイント
 直営地域包括支援センター職員8名のうち、3名が成年後見センター職員

を兼務。障害福祉分野についても、アウトリーチ機能を活かして実施。

 町長申立てを検討するプロジェクトを経て、初めての町長申立を実施。
その後、成年後見制度勉強会と実態把握調査を経て、阿賀町成年後見セ
ンターの整備構想へ。

 平成28年4月、阿賀町成年後見センター事業実施要綱の告示と、看板の
併記（写真）をもって、成年後見センターを整備。

 平成31年4月、阿賀町成年後見制度利用促進基本計画によって、阿賀町
成年後見センターを、中核機関とする。

 市民後見人を15名養成、6名が名簿登録。
 阿賀町社会福祉協議会が、法人後見10件（終了案件含む。うち首長申立

6件）を受任。

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能

（市民後見人養成）
（町長申立の推薦）

④後見人支援機能
（選任された市民後見人支援）



協議会：地域ケア推進会議

三豊市役所

三豊市
地域包括支援セ
ンター（直営）

中核機関

三豊市社会福祉協議会

④後見人支援機能
（市民後見、親族後見）

香川県社会福祉協議会

①広報機能
③利用促進機能
（受任調整）

1.自治体概要
人口 約66,000人
面積 約222.70㎢
高齢化率 34.9%

２．ポイント
 成年後見センター等がない状態で、既存の仕組みを活かし、機能を分

散する形で中核機関を整備。
 審議会で中核機関や成年後見制度利用促進基本計画について審議し、

平成31年3月に計画を策定。
 市長申立の実績がある直営地域包括支援センターを、平成31年4月に中

核機関とする。
 後見人支援機能を市社会福祉協議会、困難事例の受任調整や専門相談

を県社会福祉協議会が担当。
 地域ケア個別会議を「チーム」、地域ケア推進会議を「協議会」とす

る等、既存の仕組みを活用。
 市社会福祉協議会が、法人後見14件を受任。

既存の仕組みを活かして機能分散型の中核機関を整備(香川県三豊市)

①広報機能
②相談機能

④後見人支援機能
（チーム支援） 62
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内部の権利擁護部署を統合して権利擁護センターを整備(岐阜県関市)

協議会：権利擁護ネットワーク会議

関市役所

関市
権利擁護センター

福祉総合相談室

中核機関

自治体概要
人口 約89,000人
面積 約472㎢
高齢化率 約29.2%

ポイント
 地域共生社会の取組で市の内部で設置した福祉総合相談室（市職員3

名、市社協職員2名）に「関市権利擁護センター」を整備し、平成31年
3月に中核機関とする。（「関市権利擁護センター事業実施要綱」の市
長決裁による）

 中核機関内に、個別ケースの支援方針を協議決定する「権利擁護ケー
ス会議」を設置した。また、成年後見にとどまらず、虐待防止、自殺
防止を含めた市全体（全世代を対象）の権利擁護課題を検討する「権
利擁護ネットワーク会議」を整備し「協議会」として位置づけた。

 関市社会福祉協議会の関市法人後見センターで、法人後見を受任。

①広報機能
②相談機能
※受任調整や後見人支援
は、今後取り組む予定
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協定と幹事市による委託での広域整備型 安房地域権利擁護推進センター

協議会（安房地域権利擁護推進センター
運営委員会）

鴨川市社会福祉協議会

安房地域権利擁護推進センター

中核機関

館山市 鴨川市 南房総市 鋸南町

幹事市が
委託

各市町社協

協定

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能

（市民後見人養成研修）
（研修修了者のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ）

④後見人支援機能
（選任された市民後見人

及び親族後見人の支援）

社協の事業として
法人後見事業を実施

自治体概要 Ｈ31.3.31現在
(館山市・鴨川市・南房総市・鋸南町)

人口 125,205人
面積 576.8㎢
高齢化率 41％

ポイント
 近隣自治体共同で実施していた成年後見制度、首長申立てや虐待等の勉

強会が徐々に発展。
 H29、30年度に広域にて市民後見人養成講座を実施。（修了者24名）
 各自治体の財政負担の軽減や効率的な権利擁護人材の確保、圏域内の専

門職数が少ないことなどの課題から、広域での中核機関設置を検討。
 専門職、各社協、行政が参加するプロジェクトチームを構成。
 毎月会議を開催し、中核機関のあるべき姿を検討。
 平成31年4月1日付けの協定と委託契約をもって、中核機関を整備。

協
力
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各市町村との協働での広域整備型 上伊那成年後見センター

協議会：各市町村協議会、上伊那全体協議会を整備

伊那市社会福祉協議会

上伊那成年後見センター 中核機関

②相談機能（一次）
③利用促進機能（一次）
④後見人支援機能（一次）

伊那市 駒ヶ根市 箕輪町

各市町村が
委託

各市町村社協 協
力

中川村 飯島町

辰野町

南箕輪村 宮田村
中核機関

自治体概要
人口 約181,000人
面積 約1,348㎢
高齢化率 30.9 %

ポイント
 8市町村が協定を結んだ上で、それぞれに委託契約を結び伊那市社会福

祉協議会に「上伊那成年後見センター」を広域設置。
 市町村が一次窓口となり、上伊那成年後見センターが二次相談窓口と

なる。
 利用促進検討会を経て、センター運営委員会で決定し、平成31年4月に

中核機関とする。
 一次窓口と二次窓口両方を中核機関と位置づけ、機能で役割分担。
 市民後見人を35名養成、9名が活動中（受任件数12件）。
 伊那市社会福祉協議会が、法人後見87件、後見監督12件を受任。

①広報機能
②相談機能（二次）
③利用促進機能（二次）
④後見人支援機能（二次）

協定
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NPO法人での広域整備型 尾張東部権利擁護支援センター

協議会：尾張東部権利擁護支援センター適正運営委員会
成年後見制度利用促進進行管理推進委員会

ＮＰＯ法人尾張東部権利擁護支援センター 中核機関

瀬戸市 尾張旭市 日進市幹事市が委託
（今年は瀬戸市）

各市町社協 協
力

長久手市 東郷町

豊明市

ポイント
 6市町が協定を結んだ上で、幹事市（持ち回り）がNPO法人へ委託して

平成23年10月より、「尾張東部成年後見センター」を広域設置。
 「尾張東部圏域成年後見制度利用促進計画策定委員会設置要綱」（平成

30年4月1日より施行）によって設置された「尾張東部圏域成年後見制度
利用促進計画策定委員会」が、平成31年3月に日常生活自立支援事業や
虐待対応を含む権利擁護支援計画として「尾張東部圏域成年後見制度利
用促進計画」を策定。（委員会が広域計画を策定し、令和元年から各市
町ごとに行政手続き中｟単独計画、地域福祉計画等に包含｠）

 この計画により平成31年4月より中核機関という位置づけとなり令和元
年１０月から「尾張東部権利擁護支援センター」と名称を変更。

 コーディネート機能を重視し、センターによる法人後見は、相談員一人
当たりの被後見人等数10人までという目安を設け、各市町における法人
後見実施機関の配置を長期的に目指している。

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能 協定

自治体概要（H31年4月現在）
瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、
長久手市、東郷町の６市町

人口 475,312人

面積 230.14㎢

高齢化率 24.1 %



担い手確保や市町村職
員等の資質向上

中核機関整備や市町村計画策定に向けた具体的検討
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都道府県の役割（市町村への広域的支援）

（中核機関整備・市町村計画策定に向けた支援） （その他の広域的支援）

管内市町村の
体制整備状況

の把握

家庭裁判所や県社
会福祉協議会、専
門職団体等との
打ち合わせ

市町村向け会議の開催等
（管内市町村の取組状況の共有、都道府県全体の取組方針の伝達等）

家裁支部単位
での連絡会議

の開催

広域設置が

考えられる
自治体間での
勉強会開催

検討が進まな
い自治体への
個別の助言・

指導
市町村職員や
中核機関職員等

の研修

法人後見
の立ち上
げ推進

市民後見
人の養成
推進

市町村や中核機関
への専門的助言

（家裁や専門職団体と
の連携を含む）

※ 家庭裁判所や社会福祉協議会、専門職団体等と連携

※ 連絡会議への参加等により、検討状況を継続的に把握し、中核機関整備や市
町村計画策定に向けた必要な助言等を実施

全国どの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、
都道府県は管内市町村全体の体制整備推進の主導的な役割を担う。



○ 特にこれから体制整備を進める市町村等

の参考のため

○ 成年後見制度利用促進の体制整備に関

する取組のうち、中核機関の設置に重点

体制整備のための手引き
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○ 体制整備の手引きで示されている段階ご

とに実務の実践例を紹介

○ アセスメント項目（情報収集・分析項目）の

案を、ワークシート形式で提示

○ 本人情報シートとアセスメント項目との関

係も解説

実務のための手引き
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○ 成年後見制度利用促進法第14条第1項に

基づく市町村計画策定のための手引き

○ ４つの市町村計画の例を掲載して、パター

ンごとにポイントを説明

○ 協議会設置要綱等の参考資料も掲載

○ 成年後見制度利用促進室のホームページ

に掲載

市町村計画策定の手引き

70
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市町村計画の法的根拠と国基本計画で示されている内容

「国基本計画」で示されている
市町村計画を定めるに当たって

具体的に盛り込むことが望ましい内容

「市町村計画策定のための手引き」p.2

誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支えあいなが
ら、尊厳をもってその人らしい生活を継続することがで
きること

目

的

必要な人が、成年後見制度を、本人らしい生活を守る
ための制度として利用できるように権利擁護支援の地
域連携ネットワークを構築

目

標 •権利擁護支援の必要な人の発見・支援
•早期の段階からの相談・対応体制の整備

•意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制
度利用の運用に資する支援体制の構築

ネットワークの役割

具
体
的
な
施
策
等
の
方
針

中核機関の整備・運営の方針

権利擁護支援の地域連携ネットワークおよび中核機
関の４つの機能の段階的・計画的な整備

• 広報機能
• 相談機能
• 成年後見制度利用促進機能
• 後見人支援機能

チーム・協議会の具体化の方針
助成制度のあり方

●権利擁護支援の地域連携 ネットワークの以下の
役割を実現させる体制整備の方針

・権利擁護支援の必要な人の発見・支援
・早期の段階からの相談・対応体制の
整備

・意思決定支援・身上保護を重視した
成年後見制度の運用に資する支援
体制の構築

●地域連携ネットワークの中核機関の設置・運営方針

●地域連携ネットワークおよび中核機関の４つの機能

（広報機能、相談機能、成年後見制度利用促進機能、

後見人支援機能）の段階的・計画的整備方針

※既存の地域福祉・地域包括ケア・司法とのネットワー
クといった地域資源の活用や、地域福祉計画など既存の
施策との横断的・有機的連携に配慮した内容とする

●「チーム」「協議会」の具体化の方針

●成年後見制度の利用に関する助成制度のあり方

成年後見制度利用促進法第14条、国基本計画p.20～21

【
盛
り
込
む
こ
と
が
望
ま
し
い
内
容
】
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
具
体
化
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市町村計画の２つのパターン

「市町村計画策定のための手引き」p.２４
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市町村計画の例 【部門別計画として単体で策定する場合のイメージ】

１ ○○市（区町村）成年後見制度利用促進基本計画の策定の趣旨と位置づけ
２ 現状と課題
（１）現状
 成年後見制度利用者数、高齢化率、要支援者数、障害者数、日常生活自立支援事業利用者数、成年後見

制度関連施策の実施状況（市町村長申立て数、成年後見制度利用支援事業の実施状況と実績、市民後見
人育成・選任状況、法人後見育成・活用状況）などを用いて示すことができる

 成年後見制度利用ニーズ調査や、成年後見制度の認知度や意識調査等のアンケート調査を実施している場合に
は、それらを提示することで、施策に取り組む必要性を明示することができる

（２）課題
※権利擁護支援の実務を担当している所管、関係者・関係機関とも協議しつつ、今回の計画で解決する課題を示す

３ 今後の取組
（１）本計画における取組目標（段階的に整備するものはその旨記載）
※権利擁護支援の地域連携ネットワークの３つの役割の中で、本計画がもっとも重点的に充実させる目標を示す方

法も考えられる。目標を定めておくことで、協議会における建設的な検討や合議を示すことができる

（２）中核機関、チーム、協議会についての体制整備の方針について
（３）助成制度について
※成年後年後見制度利用支援事業等の助成制度について示す。その場合、介護保険計画や障害福祉計画の内

容と連動することになる。

４ 評価
※計画を見直す年度や具体的手法を示す方法が考えられる。例えば「〇年度に、【〇〇市権利擁護支援ネットワーク

協議会】等の意見を聞き、計画を見直す」等の記述が考えられる。

事項ごとに、取組目標と実現するための具体的方法を合わせて、それぞれを書く方法もある

「市町村計画策定のための手引き」p.１３

「市町村計画策定のための手引き」p.36参照

「市町村計画策定のための手引き」p.40参照

「市町村計画策定のための手引き」p.56参照
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３ 成年後見制度利用促進基本計画の取組状況

（２）制度の運用改善に向けた取組・検討状況

① 診断書の改定・本人情報シートの作成（H31.4～運用開始）
② 後見人等による意思決定支援（検討中）
③ 適切な後見人の選任と報酬（検討中）
④ 身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な
人への支援に関するガイドライン（R1.5）

⑤ 後見制度支援信託及び後見制度支援預貯金（順次導入）
⑥ 欠格条項の見直し（R1.6成立）



第2回成年後見制度利

用促進専門家会議
(31.3.18)
最高裁提出資料

①
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意思決定支援における関係機関等の役割と連携

厚生労働省

・権利擁護の施策を担う立場
・意思決定支援に関する
調査研究事業を実施

・後見人支援機能を果たす
中核機関の設置を推進

・利用者の関係団体等との
パイプ

専門職団体

・後見人として意思決定支援
を実践する立場

・意思決定支援についての
ノウハウを保有

・実行可能な指針とする
観点からの検討

・指針に基づく後見事務
の実践

・権利擁護の観点からの検討
・全国の自治体・中核機関へ
の周知

後見人等による意思決定支援の在り方についての指針の策定

基本計画
＝後見人が本人の特性に応じた適切な配慮を行うことができるよう、
意思決定支援の在り方についての指針の策定に向けた検討を行う

障害福祉サービス
等の提供に係る
意思決定支援
ガイドライン

認知症の人の
日常生活・
社会生活における
意思決定支援
ガイドライン

判断能力が十分でない人の権利擁護

※障害福祉サービスを
利用する障害者のみ

認知症の人 成年後見制度
利用者

・後見制度の運用を担う立場
・後見人の選任・解任，監督，
後見人に対する報酬付与

・監督を行う観点からの検討
・裁量を逸脱し必要な意思決
定支援を実践しない後見人
を解任

裁判所

連携して検討 利用者の視点

障害者

資料13 第2回成年後見制度利

用促進専門家会議
(31.3.18)
最高裁提出資料

②
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【令和元年度社会福祉推進事業】被後見人等が本人らしい生活を送れるよう、チームにおける意思決定支援の下での本人のための財

産管理・身上保護の取組を全国的に進めるための研修の在り方等を検討する事業

成年後見制度利用促進基本計画において、後見人による財産管理の側面のみを重視するのではなく、認知症高齢者や障
害者の意思をできるだけ丁寧にくみ取ってその生活を守り権利を擁護していく意思決定支援・身上保護の側面も重視し、利
用者がメリットを実感できる制度・運用とすることを基本とする。また、これまでの成年後見制度が、財産の保全のみの観点
が重視され、本人の利益や生活の質の向上のために財産を利用するという視点に欠けるなどの硬直性が指摘されてきた
点を踏まえると、本人の意思決定支援や身上保護等の福祉的な観点も重視した運用とする必要があること。

また、「経済財政運営と改革の基本方針2019（骨太方針2019）」においても、「成年後見制度の利用を促進するため、『認知

症施策推進大綱』も踏まえ、中核機関の整備や意思決定支援研修の全国的な実施などの施策を総合的・計画的に推進す
る。」と示されている。

本事業の背景

 被後見人等が本人らしい生活を送れるよう、チームによる意思決定支援の下での本人のための財産管理・身上保護の取組を全国的に進め
るための研修の在り方を検討し、「研修プログラム」を作成することを目的とする。

 事業実施にあたっては、最高裁判所が主催している意思決定支援WGとの連携を図りながら実施する。

実施方法

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

後見事務経験
のある専門
職、法人後見
実施団体への
アンケート調

査
（全国）

検
討
委
員
会
・
W
G
の
設
置

検討委員会
座長：新井誠（中央大学教授）

WG（後見事務）

座長：上山泰

（新潟大学教授）

WG（財産管理）

座長：小賀野晶一

（中央大学教授）

「研修プログ
ラム」の在り
方に関するヒ
アリング調査
（約10件）

★当事者団体や
ガイドライン作成
地域の団体、後
見事務経験のあ
る専門職団体等

を予定

「研修プログラム」
の作成

（成果物）
 報告書
 シラバス

 研修で使用するスライド
／等

本事業の目的

（補助事業：みずほ情報総研株式会社）

４

第2回中間検証ワーキング（元,11,5） 資料２より
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第2回成年後見制度利用促進専門家会議(31.3.18)最高裁提出資料

Ⅲ．利用者がメリットを実感できる制度の運用改善（適切な後見人の選任と報酬の在り方）③



第3回成年後見制度利用促進専門家会議
(令和元年５月２７日) 最高裁提出資料③
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③
第3回成年後見制度利用促進専門家会議 (令和元年５月２７日) 最高裁提出資料
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「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に関するガイドライン」の概要

医療に係る意思決定が困難な場合に求められること ( P 2 3～2 7 )

（１）医療・ケアチームや倫理委員会の活用(P23・24)

意思決定が求められる時点で本人の意思が確認できない場合、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス
に関するガイドライン」（平成30年３月改訂厚生労働省）の考え方を踏まえ、関係者や医療・ケアチームの中で慎重な判断

を行う必要。また、医療機関においては、身寄りがない人へのマニュアル作成、倫理委員会の設置などの体制整備を行う
ことも有効。なお、直ちに救命措置を必要とするような緊急の場合には柔軟な対応をする必要。

①家族等が本人の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、本人にとっての最善の方針をとることを基本とする。

②家族等が本人の意思を推定できない場合には、本人にとって何が最善であるかについて、本人に代わる者として家族等と十分

に話し合い、本人にとっての最善の方針をとることを基本とする。時間の経過、心身の状態の変化、医学的評価の変更等に応じ
て、このプロセスを繰り返し行う。

③家族等がいない場合及び家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には、本人にとっての最善の方針をとることを基本と
する。

④このプロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめておくものとする。

（２）成年後見人等に期待される具体的な役割(P25～27)

本人の意思決定が困難な場合において、成年後見人等が以下の役割を果たすことで、円滑に必要な医療を受けられる
ようにしていくことが重要。医療機関はこのような関わりが可能か成年後見人等に相談。

① 契約の締結等 ② 身上保護（適切な医療サービスの確保）

➢ 必要な受診機会の確保・医療費の支払い ➢ 本人の医療情報の整理

③ 本人意思の尊重 ④ その他

➢ 本人が意思決定しやすい場の設定 ➢ 親族への連絡・調整（親族の関与の引き出し）

➢ 本人意思を推定するための情報提供等 ➢ 緊急連絡先、入院中の必要な物品等の手配、死亡時

➢ 退院後、利用可能なサービスについての情報提供 の遺体・遺品の引き取り

※ 医療機関は成年後見人等に同意書へのサインを強要することがないように注意。医療機関が成年後見人等に
説明を行った旨の事実確認を残したい場合の対応方法も明示。

第2回成年後見制度利用促進専門家会議(31.3.18) 資料9を改変
④

詳しい解説は、利用促進ニュースレター
第16号参照



後見制度支援信託及び後見制度支援預貯金のスキーム

預貯金契約
（口座開設）

家庭裁判所

指示書発行依頼

定期送金
（日常生活に必要な資金）

【小口預貯金口座】
被後見人名義

【大口預貯金口座】
被後見人名義

被後見人
（後見人）

出金

指示書発行

指示書を提示

金融機関

後見制度支援預貯金

 被後見人の金銭を大口預貯金口座と小口預貯金
口座において管理。

 日常生活に用いる資金は、大口預貯金口座から
小口預貯金口座へ定期送金。

 以下の取引では、家庭裁判所の指示書が必要。
・支援預貯金契約時（口座開設時）
・定期送金額の設定時
・大口預貯金口座からの出金時 等

家庭裁判所

指示書発行依頼

【預貯金口座】
被後見人名義

【信託財産】
被後見人名義

信託銀行等

被後見人
（後見人）

定期交付
（日常生活に必要な資金）

一時金支払

指示書発行

指示書を提示

信託契約

後見制度支援信託

 被後見人の金銭を信託銀行等の信託財産におい
て管理。

 日常生活に用いる資金は、信託財産から被後見
人の銀行口座に定期交付。

 以下の取引では、家庭裁判所の指示書が必要。
・支援信託契約時
・定期交付額の設定時
・信託財産からの出金時 等

⑤
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 2018年12月末時点において、 支援預貯金又は支援信託を導入済と回答した金融機関
は、全金融機関のうち約９％に当たる123金融機関となっている。 【図表１】

 また、支援預貯金又は支援信託の導入を予定する金融機関は、全金融機関のうち約
39％となり、導入済の金融機関と導入を予定する金融機関を合わせると、全金融機関の
うち約48％となる（※）。 【図表１】

（※）支援預貯金を導入済又は導入を予定する全ての金融機関において家庭裁判所の指示書スキームを導入（予定）。

 なお、支援預貯金の導入を予定する金融機関のうち、約84％の金融機関が2019年９月
までの導入を予定している。 【図表２】

導入状況

【図表２】導入予定時期【図表１】支援預貯金・支援信託の導入状況（2018年12月末）

2019年1～

3月
9.7%

2019年4～

9月
76.0%

2019年10～

2020年３月
6.8%

2020年4月

以降
9.5%

導入済
9.2%

導入予定
39.0%

導入予定なし
51.7%

⑤
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成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の概要

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29号）に基づく措置として、成年被後見人及び被保佐人（成年被後

見人等）の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等に係る欠格条項その
他の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための措置を講ずる。

【改正内容】
成年被後見人等を資格・職種・業務等から一律に排除する規定等（欠格条項）を設けている各制度について、心身の

故障等の状況を個別的、実質的に審査し、各制度ごとに必要な能力の有無を判断する規定（個別審査規定）へと適正
化するとともに、所要の手続規定を整備する（180法律程度）。

（1）公務員等 ： 国家公務員法、自衛隊法等
⇒原則として現行の欠格条項を単純削除。
※現行制度において、採用時に試験や面接等により適格性を判断し、その後、心身の故障等により職務を行うことが難しい場合においても病気休
職、分限などの規定が既に整備されている。

（2）士業等 ： 弁護士法、医師法等
⇒原則として現行の欠格条項の削除を行い、併せて個別審査規定を整備。なお、就任時に試験や個別審査規定により適格性を判断

し、その後、心身の故障等により職務を行うことが難しい場合の登録の取消しなどの規定が既に整備されている場合、現行の欠格条
項を単純削除。

（3）法人役員等 ： 医療法（医療法人）、信用金庫法（信用金庫）等
⇒原則として役員の欠格事由から成年被後見人等を削除し、併せて個別審査規定を整備。なお、個別審査規定が既に整備されている

場合、役員の欠格事由から成年被後見人等を単純削除。

（4）営業許可等 ： 貸金業法（貸金業の登録）、建設業法（建設業の許可）等
⇒原則として現行の欠格条項の削除を行い、併せて個別審査規定を整備。なお、個別審査規定が既に整備されている場合、現行の欠

格条項を単純削除。

（5）法人営業許可等 ⇒ 上記（４）と同様

【施行期日】 ①欠格条項を削除するのみのもの→原則として公布の日
②府省令等の整備が必要なもの→原則として公布の日から３月
③地方公共団体の条例等又はその他関係機関の規則等の整備が必要なもの→原則として公布の日から６月
④上記により難い場合→個別に定める日 ※建築士法：令和元年12月１日

※本法律は、平成30年３月13日に提出し、第196回常会及び第197回臨時会において、衆・内閣委員会の継続審議とされ、第198回常会において令和元年６月７日に成立した。

⑥

詳しい解説は、利用促進ニュースレター
第17号参照
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４ 令和２年度概算要求の概要



第６ 地域共生社会の実現に向けた地域づくりと暮らしの安心確保

４ 成年後見制度の利用促進 １１億円（３．５億円）

（１）成年後見制度の利用促進のための体制整備【一部新規】【一部推進枠】
１１億円（３．５億円）

成年後見制度利用促進基本計画及び認知症施策推進大綱を踏まえ、中核機関の整備や市町
村計画の策定を推進するとともに、中核機関における市民後見人・親族後見人の専門的バッ
クアップ体制の強化や適切な後見人候補者の家庭裁判所への推薦の取組を推進する。

また、後見人等の意思決定支援研修を全国的に実施するとともに、任意後見・補助・保佐
等の広報・相談体制の強化を図る。

（２）成年後見制度の担い手の確保や制度の利用に係る費用の助成【一部推進枠】
地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）８２億円（８２億円）の内数
地域生活支援事業費等補助金５７１億円（４９５億円）の内数
地域支援事業交付金１，９４１億円（１，９４１億円）の内数

市民後見人や法人後見といった成年後見制度の担い手の育成を推進するとともに、低所得
の高齢者・障害者に対する成年後見制度の申立費用や報酬の助成等を推進する。

86
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社会・援護局 老健局 障害保健福祉部

市町村計画の作成 市町村計画策定費の地方交付税措置
（H30年度～）

利用促進のための地域連携
ネットワークの体制整備 等

市町村における中核機関設置運営費の
地方交付税措置（H30年度～)

成年後見制度利用促進に向けた体制整
備（10.8億円）
①中核機関・市町村計画推進（7.3億円）
②後見人等の意思決定支援研修(0.5億円）
③任意後見・補助・保佐等の広報・相談強
化（3.0億円）

後見を担う人
材の育成

市民後見人の育
成（養成研修等）

権利擁護人材育成事業
（地域医療介護総合確保基金
（介護従事者確保分）82億円の
内数）

法人後見の実施
（研修、専門職と
の連携体制整備
等）

法人後見支援事業
（地域生活支援事業費等補助金571
億円の内数）

成年後見制度利用経費
（申立費用、後見報酬）の補助 成年後見制度利用支援事業

（高齢者）
（地域支援事業交付金1,941億円の
内数）

成年後見制度利用支援事業
（障害者）
（地域生活支援事業費等補助金571
億円の内数）

成年後見制度普及・啓発経費

成年後見制度普及啓発事業
（障害者）
（地域生活支援事業費等補助金571
億円の内数）

成年後見制度利用促進関係令和２年度概算要求について



○ 今後、認知症高齢者や単身高齢者の増加が見込まれる状況を踏まえ、成年後見制度の利用
促進のための体制整備を図っていくことが喫緊の課題。

○ 今般とりまとめられた認知症施策推進大綱に掲げる「成年後見制度利用促進基本計画」に係
るＫＰＩを着実に達成するため、以下の新規・拡充要求を行う。

１ 中核機関の整備、市町村計画策定の推進 ７．３億円（３．５億円）（一部推進枠）

基本計画を踏まえ、全国どの地域に住んでいても、成年後見制度の利用が必要な人が制度
を利用できるよう、中核機関の整備や市町村計画策定を推進。

・都道府県による広域的な体制整備や中核機関の立ち上げ・先駆的取組の推進等

・中核機関における市民後見人、親族後見人への支援体制の強化や
適切な後見人候補者の家裁への推薦（受任調整会議）の取組の推進

２ 後見人等への意思決定支援研修の実施 ０．５億円（委託費）（推進枠）

利用者がメリットを実感できる制度となるよう、国において、後見人等向けの意思決定支援研
修を全国的に実施。

３ 任意後見・補助・保佐等の広報・相談の強化 ３．０億円（委託費）（推進枠）

国レベルで、任意後見制度や補助・保佐類型等の全国的な広報や、中核機関等における個

別の支援事例の専門的な相談や全国の相談体制の整備を推進する「（仮称）任意後見・補助・
保佐等広報相談センター事業」を実施する。

新

新

新

成年後見制度利用促進の体制整備関係予算

令和２年度概算要求額 １０．８億円（３．５億円）
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中核機関が活用できる財源のイメージ

交付税
（標準団体１０万人規模：約３００万円）

※中核機関設置運営費及び市町村計画策定費

市民後見人の
育成

権利擁護人材育成事業
（地域医療介護総合確保

基金）

法人後見研
修等

法人後見支援事業
（地域生活支援事業

費等補助金）

広報・啓発
（高齢者）成年後見制度利用支

援事業（地域支援事業費交
付金）

（障害者）成年後見制度普及啓
発事業（地域生活支援事業
費等補助金）

中核機関中
核
機
関
の
立
上
げ
に
向
け
た
支
援

（会
議
費
、
先
進
地
視
察
等
）

中核機関における先駆的取組の推進
体
制
整
備
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
に
よ
る
広
域
的
体
制
整
備

中
核
機
関
職
員
、
市
町
村
職
員
等
に
対
す
る
研
修
、

専
門
的
相
談
窓
口

市区町村 都道府県【令和元年度予算事業】

【令和２年度新規要求】
・中核機関における市民後見人・親族後見人の専門的バック
アップ体制の強化

・適切な後見人候補者の家庭裁判所への推薦の取組の推進



【成年後見制度利用促進体制整備推進事業】（補助事業） ３２０百万円

（１）都道府県事業 〔社協等の民間団体に委託可 、（補助率）国1/2 都道府県1/2〕

都道府県による広域的支援による体制整備の推進

①体制整備アドバイザー等による体制整備の推進（広域的な中核機関立ち上げや計画策定支援等）

②中核機関・市町村職員向けの都道府県研修の実施

③市町村・中核機関向け専門相談窓口の設置（ノウハウに乏しい市町村や中核機関職員等への助言等）

（２）市町村事業 〔社協等の民間団体に委託可、 （補助率）国1/2 市町村1/2 〕

中核機関の立ち上げ支援や先駆的取組の推進

①中核機関の立ち上げ支援（立ち上げに向けた関係機関会議の会議費や先進地視察等）

②中核機関の先駆的取組の推進（適切な後見人候補者を選任する仕組み（受任調整会議）や、

親族後見人を継続的に支援する取組（専門職による助言等）等の先駆的取組）

（３）先駆的取組に係る調査研究 〔シンクタンク等の民間団体 （補助率）10/10〕

【成年後見制度利用促進体制整備研修（国研修】（委託費） ３０百万円
国において、市町村や中核機関職員、都道府県の研修担当者に対する研修を実施する。※民間委託

（参考）令和元年度 成年後見制度利用促進体制整備関係予算
令和元年度予算 ３．５億円

成年後見制度利用促進基本計画（平成29年３月24日閣議決定）を踏まえ、成年後見制度の

利用が必要な者が制度を利用できる地域体制を構築するため、都道府県の支援の下、中核機
関の整備や市町村計画の策定を推進する。
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